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　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007年から毎年実施している「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査（Japanese L i fe Course Pane l Surveys）」の2015年調査から、非認知
的スキルと社会経済的達成、雇用形態と仕事の負担、未婚と関連する意識、資産の不平等という4
つのテーマを分析した。知見は次のとおりである。第1に、勤勉性、まじめさ、忍耐力という非認
知的スキルは、個人の所得にプラスの効果を持っており、特に男性において大きい。非認知的スキ
ルは高い学歴につながることによって、高い所得をもたらしている。第2に、正規・非正規雇用者
間の報酬格差は、「突然の残業や休日出勤の有無」を理由として説明されることがある。しかし、両
者におけるこの差は男女ともに実際はそれほど大きくない。第3に、2007年時点に持っていた結
婚や家族に関する意識が、その後に結婚を促進するか阻害するかに影響している。男女ともに、「結
婚している方が幸せ」と思っていた人々は、その後に結婚をしやすくなっている。第4に、人々が
保有する資産の総額には、大きなばらつきがみられ、「1000万円以上3000万円未満」の人々がもっ
とも多い。また、親から相続・贈与を受けるかどうかや持ち家の獲得など、資産形成は世帯形成と
の密接な関連がみられる。1

【注：当ページは9月号（前編）にも表記、10月号（後編）としては次ページより】

1 本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　No.94
「パネル調査から見る非認知的スキル、仕事の負担、結婚に影響する意識、資産の不平等―「働き方と
ライフスタイルの変化に関する全国調査（JLPS）2015」の結果から―」（2016 年 4 月）を修正し、執
筆したものである。本稿は科学研究費補助金基盤研究 (S)(18103003, 22223005) の助成を受けて行った
研究成果の一部である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究
資金、（株）アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。パネル調査データの使用にあたっては社会
科学研究所パネル調査企画委員会の許可を受けた。
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4. 結婚・家族・ジェンダーに関する意識や
未婚理由はその後の結婚にどう影響するか

非婚化・晩婚化およびそれにともなった少子
化が社会問題化されて久しい。その背後には、
結婚生活のメリットが減少していること、結婚
のための経済的条件を整えることが難しくなっ
ていること、また結婚に関する環境が変化して
きたことなどが指摘されている。このような社
会的な変化にともなった結婚に関する意識（結婚
観）の変化も、非婚化や晩婚化の要因として位置
づけられている8。

意識については、例えば、未婚者に対して独
身である理由などがたずねられ、分析されてい
る。つまり現在結婚していない人が、現在どの
ような考えを持っているのかが検討されている。
しかし、どのような意識を持っていれば、その
後に結婚するのかあるいはしないのかというダ
イナミックな過程を観察しなければ、意識と行
動の関係を明らかにしたことにはならない。た
だしこのような過程を、通常の意識調査が行う
ような一回限りのクロスセクショナルデザイン
から、直接明らかにすることは難しい9。また短
い期間の継続調査では、結婚というイベントが
生じる数が小さいため分析が困難である。そこ
で2007年から2015年までの長期スパンの意識・
行動を把握できる社研パネル調査から、意識や
未婚理由が結婚に与える影響を検討したい。

社研パネル調査では、隔年で以下の結婚・家族・
ジェンダーに関する意識をたずねている。また、
婚姻状況と未婚者については未婚理由について
の情報を得ている。本分析では、2007年の第1
波で未婚で、婚約者がおらず、結婚予定のない
男女（男性554名、女性632名）を対象とし10、
8年の間の結婚タイミングに、2007年時の意識
がどのように影響しているのかを、イベントヒ
ストリー分析から明らかにする。結婚に対する
考え方や、結婚しない理由から、「結婚の壁」（佐
藤他編 2010）は何かを明らかにするというアプ
ローチである。

まず分析の対象となる2007年の未婚者がそ
の後にどの程度結婚したのかをみていく。2007
年から2015年にかけて、調査協力が得られたケー
スの既婚者と未婚者の比率をみたものが図10で
ある。既婚者の比率が時点とともに大きくなり、
2015年では男性で約33％、女性で約48%となっ
ている。

8  例えば、平成 26 年度「結婚・家族形成に関する意識調査」報告書（全体版）http://www8.cao.go.jp/
shoushi/shoushika/research/h26/zentai-pdf/index.html など

9  結婚がその後の意識に影響を与えることも同時に考えることができるが、これもクロスセクショナル
な調査から検討することが難しい。両者の影響を分析した研究としては Barber and Axinn（1998）など。

10 婚約者や交際相手の有無についての質問に無回答である対象者も分析から除いた。

【結婚・家族・ジェンダーに関する意識】
⒈男性の仕事は収入を得ること、女性の仕事

は家庭と家族の面倒をみることだ
⒉母親が外で働くと、小学校に通う前の子ど

もはつらい思いをしやすい
⒊女性が自立するためには、仕事を持つのが

一番よい
⒋一般的に言って、結婚している人のほうが、

結婚していない人より幸せだ
⒌子どもがいると、夫婦の自由な生活の妨げ

になる
⒍不幸せな結婚生活を続けるくらいなら、離

婚した方がよい

【2007年時の未婚理由】
（あてはまるものが少ない項目やその他の項目
は除いた）
⒈結婚するにはまだ若すぎるから
⒉結婚する必要性をまだかんじないから
⒊今は、仕事（または学業）にうちこみたいから
⒋今は、趣味や娯楽を楽しみたいから
⒌適当な相手にまだめぐり会わないから
⒍独身の自由さや気楽さを失いたくないから
⒎家の居心地がいいから
⒏結婚後の経済状況に不安があるから
⒐結婚資金が足りないから
10.結婚後の生活全般に不安があるから
11.親や周囲が結婚に同意しないから
12.現在の交際をもっと深めたいから
13.現在の交際相手との結婚を決めるタイミン

グ、きっかけがないから
14.交際相手が結婚を望んでいないから
15.現在の交際相手ともうすぐ結婚する予定
16.異性とつきあう時間がないから
17.異性とうまくつきあえないから
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このような結婚イベントを従属変数とした離
散時間ロジットモデル11によって、どのような
意識がその後の結婚のしやすさと関連している
のかを明らかにする。なお、2007年時に交際
相手がいたかどうかによって結婚しない理由が

異なってくると考えられるため、まず交際相手
の有無を考慮しないで全体で分析を行った上で、
交際相手の有無別に分析を行う。

表2は、まず交際相手の有無を考慮せずに、
全体について結婚イベントの発生についての分
析を行った結果である。分析は男女別に行い、
時点、2007年時の年齢、学歴のみを独立変数と
して用いたモデル（Model 1）と、それに2007年
時のジェンダー・家族に関する意識と未婚理由
を独立変数として加えたモデル（Model 2）を用
いた。Model 1は意識・未婚理由を含めない場
合の結果として参考までに示した。Model 2の結
果をみると、男女ともにジェンダー・家族に関
する意識や未婚理由がその後の結婚と関連して
いることが分かる。また、その関連の仕方は男
女で共通するものと異なっているものがある。

11 離散時間ロジットモデルについては、佐々木（2009）などを参照。なお通常の結婚のタイミングを対
象としたイベントヒストリー分析では、結構可能年齢（日本では男性 18 歳、女性 16 歳）からの経過
年などを用いるが、本研究では 2007 年時点での意識変数を用いるため、2007 年以降の結婚のタイミ
ングが問題となる。同様の枠組みとしては吉岡（2012）を参照。

図 10　既婚者と未婚者の比率
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表 2　離散時間ロジットモデルによる結婚イベント発生についての分析結果
男性 女性

Model 1 Model 2 Model 1 Model 2
調査年（基準 = 2008 年） 0.000 0.000 0.000 0.000 

2009 年 0.533 0.585+ 1.009** 1.062**
2010 年 1.150** 1.295** 1.068** 1.177**
2011 年 1.000** 1.198** 1.200** 1.375**
2012 年 0.962** 1.199** 1.277** 1.497**
2013 年 0.683* 0.945** 1.050** 1.281**
2014 年 0.346 0.650+ 1.142** 1.427**
2015 年 0.524 0.872* 0.964** 1.287**

2007 年時の年齢 0.073 0.137 0.955** 0.955**
2007 年時の年齢の 2 乗 -0.002 -0.003 -0.018** -0.018**
学歴（基準＝高校） 0.000 0.000 0.000 0.000 

専門 0.162 0.263 -0.193 -0.065 
短大 0.380 0.444 -0.124 -0.021 
大学 0.404* 0.434* -0.162 0.034 

2007 年時のジェンダー・家族に関する意識
性別役割分業意識 0.047 0.061 
母親就労だと子どもつらい -0.091 0.017
自立するためには仕事を持つのが良い 0.028 -0.009 
結婚しているほうが幸せ 0.174* 0.138* 
子どもは夫婦の自由な生活の妨げ -0.128+ -0.066 
不幸な結婚よりも離婚 -0.007 0.072 

2007 年時の未婚理由
結婚するにはまだ若すぎるから -0.071 0.115 
結婚する必要性をまだかんじないから -0.240 -0.315* 
今は、仕事（または学業）にうちこみたいから 0.013 -0.267+ 
今は、趣味や娯楽を楽しみたいから -0.150 -0.326+ 
適当な相手にまだめぐり会わないから -0.545** -0.645**
独身の自由さや気楽さを失いたくないから -0.158 0.058 
家の居心地がいいから -0.255 0.103 
結婚後の経済状況に不安があるから -0.217 -0.055 
結婚資金が足りないから 0.370+ 0.145 
結婚後の生活全般に不安があるから -0.410+ 0.166 
親や周囲が結婚に同意しないから 0.226 0.109 
現在の交際をもっと深めたいから 0.999** 0.398+ 
現在の交際相手との結婚を決めるタイミング、きっかけがないから 1.147** 0.489* 
交際相手が結婚を望んでいないから -1.888* -0.880* 
異性とつきあう時間がないから -0.219 0.532* 
異性とうまくつきあえないから -0.283 -0.682**

切片 -4.520* -5.456* -15.523** -16.179**
パーソン・イヤー 3612 3612 3754 3754
サンプルサイズ 549 549 617 617
擬似 R2 0.021 0.091 0.049 0.097
† p<0.10, * p<0.05, ** p<0.01
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男女共通しているのは「結婚している方が幸
せ」の正の効果であり、このような価値観をもっ
ていると、その後に結婚しやすいといえる。し
かし、このような素朴な結婚観の影響を考慮し
た上でも、他の意識はその後の結婚に影響を与
えている。2007年時の未婚理由についての結果
をみると、「適当な相手にまだめぐり合わないか
ら」が男女ともに負の効果を持っている。また男
女ともに、「現在の交際をもっと深めたいから」

「現在の交際相手との結婚を決めるタイミング、
きっかけがないから」といった理由をあげている
と、その後に結婚しやすいといえる。この結果
については、意識というよりも2007年時に交際
相手がいることがその後の結婚にプラスの効果
を持っていると考えることもできるため、後の
分析で交際相手の有無別に検討する。

男性でのみ有意な効果のみられた項目を検討
すると、「子どもは夫婦の自由な生活の妨げ」と
考えていると、その後結婚しにくい。「結婚資金
がたりないから」は正の効果であるものの、「結

婚後の生活全般に不安があるから」は負の効果を
持っており、将来への生活不安が結婚に影響を
与えていることが示された。

次に女性についてのみ、有意な効果のみられ
た項目を検討すると、「結婚する必要性をまだ感
じないから」「今は、仕事（または学業）にうちこ
みたいから」「今は、趣味や娯楽を楽しみたいか
ら」と答えていると、その後も結婚しにくい傾向
がある。このような結果は男性ではみられておら
ず、女性にとって結婚にともない様々な活動が制
限されること（正確には、そう考えていること）が、
その後の結婚に負の影響を与えている。「異性と
つきあう時間がないから」と答えていると結婚し
やすい傾向があるが、「異性とうまくつきあえな
いから」と答えていると結婚しにくい傾向がある。

表3は2007年時に交際相手がいる場合といな
い場合にわけ、分析を行った結果である。「結婚
している方が幸せ」と考えていると、2007年に
交際相手がいようがいまいが、その後に結婚し
やすい。女性については、交際相手がいなくても、

表 3　離散時間ロジットモデルによる結婚イベント発生についての分析結果（交際相手の有無別）
男性 女性

交際相手あり 交際相手なし 交際相手あり 交際相手なし
調査年（基準 = 2008 年） 0.000 0.000 0.000 0.000

2009 年 0.643+ 0.712 1.043** 1.382* 
2010 年 1.133** 2.003** 1.096** 1.748**
2011 年 1.197** 1.849** 1.362** 1.948**
2012 年 0.657 2.220** 1.170** 2.361**
2013 年 0.977* 1.633* 1.166** 2.043**
2014 年 1.131* 0.867 1.240** 2.274**
2015 年 1.263** 1.374* 1.303** 2.027**

2007 年時の年齢 0.124 0.265 1.307** 0.731**
2007 年時の年齢の 2 乗 -0.003 -0.004 -0.024** -0.014**
学歴（基準＝高校） 0.000 0.000 0.000 0.000

専門 0.667+ -0.004 0.054 -0.348
短大 1.201+ 0.020 0.101 -0.264
大学 0.444 0.491+ 0.186 -0.279

2007 年時のジェンダー・家族に関する意識
性別役割分業意識 0.042 0.064 0.119 0.109
母親就労だと子どもつらい -0.003 -0.110 0.001 -0.027
自立するためには仕事を持つのが良い 0.121 -0.070 0.055 0.006
結婚しているほうが幸せ 0.178+ 0.188+ 0.012 0.180* 
子どもは夫婦の自由な生活の妨げ -0.147 -0.042 -0.047 -0.105
不幸な結婚よりも離婚 0.114 -0.129 0.002 0.183+ 

2007 年時の未婚理由
結婚するにはまだ若すぎるから -0.065 -0.453 0.097 0.169
結婚する必要性をまだかんじないから -0.100 -0.264 -0.434+ -0.367
今は、仕事（または学業）にうちこみたいから -0.409 0.361 -0.563* 0.203
今は、趣味や娯楽を楽しみたいから 0.167 -0.035 -0.048 -0.603* 
適当な相手にまだめぐり会わないから -0.319 0.390 -0.972** 0.135
独身の自由さや気楽さを失いたくないから -0.335 -0.244 -0.058 0.314
家の居心地がいいから -0.143 -0.086 0.100 -0.030
結婚後の経済状況に不安があるから -0.180 -0.181 -0.279 0.337
結婚資金が足りないから -0.014 -0.397 -0.038 0.027
結婚後の生活全般に不安があるから -0.417 -0.205 0.282 0.094
親や周囲が結婚に同意しないから 0.378 0.091               
現在の交際をもっと深めたいから 0.620* 0.130               
現在の交際相手との結婚を決めるタイミング、きっかけがないから 0.960** 0.160               
交際相手が結婚を望んでいないから -1.950* -1.316**               
異性とつきあう時間がないから -0.119 0.523* 
異性とうまくつきあえないから -0.170 -0.790**

切片 -5.222 -8.860* -20.305** -14.948**
パーソン・イヤー    859  2753  1198  2556
サンプルサイズ  166  383  241  376
擬似 R2 0.084 0.081 0.100 0.088
† p<0.10, * p<0.05, ** p<0.01
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「結婚している方が幸せ」と考えているほど、そ
の後に結婚しやすい。ただし、2007年に交際相
手がいる女性については、「結婚している方が幸
せ」と考えているかどうかは、その後の結婚に影
響していない。

2007年に交際相手がいた男性についてみると、
ここでも「現在の交際相手をもっと深めたいか
ら」「現在の交際相手との結婚を決めるタイミン
グ、きっかけがないから」と答えていると、その
後に結婚しやすい。交際相手がいる／いないを
反映しているわけではなく、交際相手がいる中
で、このような理由をあげている場合、その後は
結婚する傾向にあるといえる。また、「交際相手
が結婚を望んでいない」場合は、その後も結婚し
にくい。一方、2007年に交際相手がいない男性
についてみると、「結婚している方が幸せ」とい
う項目以外は統計的に有意な影響はみられない。

2007年に交際相手がいた女性についてみると、
「結婚する必要性をまだ感じない」「今は仕事（学
業）に打ち込みたい」「適当な相手にまだめぐり
合わないから」と答えていると、その後に結婚し
にくい。「交際相手が結婚を望んでいない」場合
は、その後も結婚しにくい。2007年に交際相手
がいない女性についてみると、「不幸せな結婚生
活を続けるくらいなら、離婚した方がよい」と考
えていると結婚しやすく、「今は、趣味や娯楽を
楽しみたいから」答えていると結婚しにくい。全
体でみた時と同様に、「異性とつきあう時間がな
いから」と答えていると結婚しやすい傾向がある
が、「異性とうまくつきあえないから」と答えて
いると結婚しにくい傾向がある。

以上のように、ジェンダー・家族に関する意
識や未婚理由がその後の結婚のタイミングに影
響を与えていることが分かる。素朴な結婚に対
する考え方だけではなく、経済的な要因、仕事
や余暇を重視したいという考え、異性とうまく
つきあえるかどうか、さらには交際相手の希望
など、結婚行動に結びつくあるいはその「壁」と
なっている要因は様々である。もちろん未婚理
由の多くは、単に経済的な状況、時間の制約、
出会いの機会などを反映したものに過ぎず、客
観的な情報をうまく把握できていればあえて意
識の効果を検討する必要はないかもしれない。
しかし客観的な情報のみでは、非婚化・晩婚化
をもたらす過程を把握することが困難である。

働き方や生活スタイルあるいは出身背景などが、
結婚に関する意識に影響を与え、そしてそれが
結婚行動に結びつく過程をクリアにするという
アプローチが、政策課題を検討する上で有効な
方法のひとつであることを強調しておきたい。

引用文献
Barber, Jennifer S. and William G. Axinn. 1998. 

“Gender Role Attitudes and Marriage among Young 
Women.” Sociological Quarterly 39(1):11-31.

佐々木尚之，2009，「J G S S統計分析セミナー－
イベントヒストリー分析の適用例－」大阪商業大学
JGSS研究センター・東京大学社会科学研究所編『研
究論文集［８］J G S Sで見た日本人の意識と行動』大
阪商業大学JGSS研究センター．

佐藤博樹・永井暁子・三輪哲編，2010，『結婚の壁：
非婚・晩婚の構造』勁草書房．

吉岡洋介，2012，「職業意識は、その後の世代間
移動に影響するか？」『理論と方法』27(1):99-116．

（藤原翔）

5. 資産の不平等と世帯形成
人々のライフコースにおける不平等を明らか

にする上では、一時点の収入だけではなく、資
産への注目も重要である。というのも、富裕な
人々は貯蓄や株式をより保有する傾向があるた
めである。よって収入のみに注目すると、特に
経済的に上位に位置する人々の持つ有利さを過
小評価してしまう可能性がある。また、収入は
失業や病気などのイベントや、景気の変動など
によってゆらぎの伴うものであるが、資産はそれ
を補うことができる（Spilerman 2000）。長期的
な生活の安定性という面で、ストックとしての資
産は大きな役割を担うと考えられるのである。
⑴人々はどの程度の資産を保有しているか

人々はどの程度の資産を保有しているのだろ
うか。図11は、2007年と2015年の両方の年
に回答した人々に対して、世帯における資産の
保有額を尋ねたものである。なお、ここでいう
資産とは預貯金、株式、不動産などをすべて含
んだものとなっている。
「なし」という回答が両年ともに5%程度いるの

に対して、「5,000万円以上」という人々も、2%
前後みられる。このように、資産の保有額は人々
の間で大きくばらついている。　

具体的な金額を答えた人々の中で、もっとも
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多いのはどちらの年度においても、「1000万
円以上3000万円未満」であった。2007年では
14.9%、2015年では20.7%の人々がそれぞれ該
当している。

 
また、「わからない」という回答が全体ではもっ

と も 多 く、2007年 で は33.6%、2015年 で は
27.3%が該当した。例えば親と同居している場合
には、世帯全体の保有資産を把握しづらいよう
である。そのため、自ら世帯を形成している人々
がまだ少なかった2007年においては、「わから
ない」という回答がより目立ったと考えられる。
⑵ 親からの相続・贈与

人々の生活状態やライフコースを考える上で、
親からの金銭的な支援は重要である。特に親の
資産・財産は相続・贈与という形で、子どもに
継承することが可能である。また、平成25年か
らは教育資金の贈与税非課税制度というものも
創設されており、政策としても贈与を促進して
ゆこうという動きがある。

2015年調査では、この1年間における相続・
贈与の有無を尋ねており、受け取ったという人々
は、7.2%であった。それでは、相続・贈与によっ
てどの程度の金額を受け取っているのだろうか。
図12は、前年の間に相続・贈与を受けた人々に
ついて、その合計金額を時価で尋ねた結果であ
る。もっとも多いのは、「100万円から300万円
未満」であり、22.4%が該当する。ついで、「50
万円以上100万円未満」が18.2%となっている。

過半数が300万円未満である一方で、5000
万円以上という回答も、1.0%（2ケース）見られた。
親からの相続・贈与で得ている金額も資産の保
有額と同様にばらつきが大きいことが分かる。
⑶誰が相続・贈与を受けやすいのか

相続・贈与の受けやすさは、人々の社会経済
的状態と関連があるのだろうか。表4は、2008
年から2015年のそれぞれの年において、自分の親、
または既婚者については配偶者親から相続・贈与
を受けたことがあるかを分析したものである。

まず、金額を問わず相続・贈与すべてを対象
としたのが、表4の左側である。就業をしている
人々と、親と同居をしている人々では相続・贈
与を受けづらく、既婚者はより相続・贈与を受
けやすいことを示している。

親と非同居であり、未就業だと相続・贈与を
受けやすいというのは、子どもに対する仕送り
が大きな割合を占めているということかもしれ
ない。そこで、少額のものを除き、300万円以
上の相続・贈与のみを対象としたのが表4の右
側である。300万円以上に限定しても、親と同
居していることと、就業していることは相続・
贈与にマイナスに働き、既婚であることはプラ
スに働いている。さらに300万円以上に限定す
ると、自分の子どもと同居していることが、親
からの相続・贈与を受けやすくしていることが
明瞭に現れている。

既婚者がより相続・贈与を受けやすくなって
いるのは、自分の親と配偶者の親の両方が含ま
れる（親の数が未婚者より多い）ためかもしれな
い。しかし、300万円以上の高額の相続・贈与
に限っても、未婚者より機会が多いことを踏ま
えれば、結婚が親からの資産を継承することに

表 4　相続・贈与を受けたことを従属変数とした
　　　二項ロジスティック回帰分析

相続・贈与すべて 300万円以上
対数

オッズ比
標準
誤差

対数
オッズ比

標準
誤差

Wave1年齢 -.006 .006 .016 .010
女性 .019 .071 -.102 .105
就業している -.310 *** .077 -.331 * .119
婚姻状態(基準：未婚)
　既婚 .632 *** .108 .758 *** .189
　離別・死別 .068 .187 .236 .314
子どもと同居 .110 + .065 .307 * .113
親と同居 -.304 *** .083 -.252 * .124
定数 -2.595 *** .202 -4.672 *** .324
イベント数 1917 586
サンプルサイズ 28084 28084
†p<0.1 *p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001

図 11　資産の保有額（N=2905）
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図 12　相続・贈与の合計金額（N=209）
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おいて、重要なきっかけとなっていることが分
かるだろう。
⑷持ち家の有無

資産の中でも重要なものとして、持ち家が挙
げられる。なぜなら、持ち家は資産の中でも占
める価値が高いためである。また、世帯形成と
いう点においても人々のライフコースとの関わ
りは大きい。

図13は、2015年における人々の持ち家の有
無を尋ねた結果である。ここでいう持ち家は、
自分または配偶者名義で所有しているものであ
り、自分または配偶者の親の名義のものは含ま
ない。また、一戸建てか分譲マンションかの区
別はしていない。

全 体 では、持ち家があると回 答したのは
43.4%の人々である。ただしこれはあくまで平均
であり、異なるグループ間では大きなばらつき
が見てとれる。例えば、調査が開始された2007
年からずっと未婚である人々では、持ち家があ
ると答えたのは、9.5%にすぎない。これに対し
て、2007年から2015年までの間に結婚をした
人々では、持ち家があると答えたのは36.0%で
あった。そして、2007年と2015年のどちらに
おいても結婚している人々においては66.0%と、
ほぼ3分の2の割合で家を所有している。 

また、婚姻状態は人々との年齢とも関連して
いる。上記の関係は、単に年齢が高い人ほど結
婚している割合が高く、かつ持ち家を有しやす
いということを表しているだけかもしれない。
そこで、結婚というイベントの発生とともに、
家の獲得が行われやすいということをさらに示
したのが、図14である。

図14では、2008年から2015年の間に、新
たに持ち家を獲得したのはどのような人々であ
るかを表している。2015年の回答者全体では、
この間に新たに持ち家を獲得したのは19.0%で

ある。婚姻状況の変化別に注目すると、2007年
と2015年の両方で未婚であった人々において
は、持ち家を獲得したのは7.4%であった。これ
に対して、2007年から2015年の間に新たに結
婚した人々では、32.4%が持ち家を獲得してお
り、もっとも多くなっている。次いで多いのが、
2007年と2015年の両方で結婚している人々で
あり、21.3%である。

このように、家という資産の所有ができるか
どうかの機会は、人々の世帯状況およびその時
間的な変化と密接に関わっている。特に結婚と
いうライフイベントの発生は、夫婦が共同生活
を営む上で、住居について検討するきっかけと
なっているのだろう。また、お互いの収入が合
わさることで、持ち家を購入するだけの資源も
それだけ増えるのだと考えられる。くわえて前
述したように、既婚者は親からの相続・贈与を
より受けやすいということも、持ち家の獲得に
おいて有利に働くことがあるだろう。

とりわけ、若年者の未婚化・晩婚化がしばし
ば問題視されている近年においては、世帯形成
と資産形成の複合的に積み重なり、人々の間の
格差につながるという視点がさらに重要になっ
てくると考えられる。

引用文献
Sp i l e rman , Seymour. 2000. "Wea l th and 

Stratification Processes." Annual Review of Sociology 
26:497-524.

（小川和孝）

図 13　2015 年時点における持ち家の有無（N=2894）
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図 14　2008年から2015年の間における持ち家の獲得（N=2792）
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9月の時事世論調査
9月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比3.8ポ
イント増の51.0%で、2014年9
月以来2年ぶりに5割を超えた。
一方、不支持率は前月比4.1ポイ
ント減の27.9％だった。

調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で9
月9日から12日に実施。有効回
収（率）は1,269（63.5％）。

この時期の国内の動きは、
天皇陛下が心境吐露：宮内庁

は天皇陛下のビデオメッセージ
を公表。陛下は、高齢になるに
つれ公務を果たしていくことの
難しさに触れ、生前退位の意向
を強く示唆された（8月8日）。

伊方原発再稼働：四国電力は、
伊方原発3号機を2011年4月以
来約5年3カ月ぶりに再稼働させ
た。原発の新規制基準に基づく
再稼働は、九州電力・川内原発、
関西電力・高浜原発に続き3カ
所5基目（8月12日）。

米国反捕鯨団体と和解：南極
海で調査捕鯨を行っている日本
鯨類研究所と共同船舶は、日本
の調査捕鯨船団に対する過去の
妨害行為をめぐり、米国の反捕
鯨団体シー・シェパードおよび
代表者との間で和解が成立した
と発表。2011年にシー・シェパー
ドの暴力的行為からの救済を求
め米ワシントン州連邦地裁に提
訴していた（8月23日）。

日本維新の会に党名変更：お
おさか維新の会（松井一郎代表）
は大阪市内で臨時党大会を開き、
党名を「日本維新の会」に変更す
ることを決めた（8月23日）。

日中韓外相会議：日中韓外相

国・地域首脳会議は、世界経済
を支えるために経済政策の総動
員を促す首脳宣言を採択。地球
温暖化対策のパリ協定について
は、2016年末までに発効を目指
すことで一致した（9月5日）。

北朝鮮へ非難声明：国連の安
保理は、北朝鮮が核弾頭の爆発
実験を行ったことに対し強く非
難する報道声明を発表し、追加
制裁の協議を示唆した。8月26
日と9月6日にも、弾道ミサイル
の発射に対して非難声明を発表
していた（9月9日）。

政党支持率　自民党は前月比
2.4ポイント増の27.7％だった。
民進党は0.5ポイント増の5.9％、
公明党は0.4ポイント減の3.7％、
共産党は0.2ポイント減の2.2%、
党名を変更した日本維新の会は
0.3ポイント増の1.7％。支持政
党なしは56.4％で前月より2.5ポ
イント減少した。

国民の景気感　「良くなった」
は前月より1.4ポイント減少して
5.5％、「悪くなった」は1.1ポイ
ント増加して22.2％。時事世論
景気指数は前月比4ポイント減の
122となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月より1.6
ポイント減少して3.5％、「苦しく
なった」は2.6ポイント減少して
19.5％となった。

会議が東京で開かれ、３カ国首
脳会談の年内開催の協力方針で
合意、北朝鮮問題では安保理制
裁決議の順守を各国に求めてい
くことを確認した。日中個別会
談では、尖閣諸島周辺での領海
侵犯に対し、事態の沈静化と再
発防止を要求した（8月24日）。

台風10号、岩手・北海道で被
害：大型の台風10号による豪雨
は家屋浸水や堤防決壊の被害を
もたらし、岩手県岩泉町の高齢
者施設で9人が亡くなるなど岩手
県内の死者は20人、行方不明者
は4人に（8月31日）。

築地市場移転延期：東京都の
小池知事は、安全性の懸念や事
業予算の不透明さなどを理由に、
11月7日に予定されていた都中
央卸売市場築地市場の豊洲市場
への移転開業を延期すると発表

（8月31日）。

国外では、
リオ五輪閉幕：17日間にわたっ

て続いた夏季五輪リオデジャネ
イロ大会はマラカナン競技場で
閉会式が行われ、4年後の東京五
輪に向けて安倍首相や小池東京
都知事が出席した。日本はこの
大会で金12、銀8、銅21の計41
個の史上最多メダルを獲得（8月
21日）。

イタリア中部でM6.2の地震：
イタリア中部でマグニチュード6
級の地震が発生。震源地近くの
山岳部の村々では多くの建物が
崩壊し、300人近くが死亡した（8
月24日）。

アフリカに３兆円投資表明：
日本とアフリカ54カ国首脳らが
参加した第6回アフリカ開発会議

（TICAD6）がケニアのナイロビ
で開かれ、安倍首相は質の高い
インフラ整備を進めるなど約3兆
円の投資を表明した（8月27日）。

ブラジル大統領失職：国家会
計を不正操作したとして背任罪
に問われたブラジルのルセフ大
統領は、連邦議会上院の弾劾裁
判で有罪とされ、即日失職した（8
月31日）。

中国・杭州Ｇ20：主要20カ

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2008年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年
42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 126.0
15年 （８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 16年 （１月）

132 123 123 130 129 132
（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）（9月）

111 120 112 115 121 125 126 122

政党支持率（上段：9 月、下段：8 月）
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